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た1)0 I大東亜金融圏」 につ いては， すでに島崎久弥に よ る す ぐ れた先行研究を も っ て い る 2 ) 。
本稿では，これらを下敷きにしながら， I大東亜金融圏」 の構想、 と 実態を概観す る 。 錯綜 し た
諸事実を整理し， I大東亜共栄圏」 期の金融構造につ いて， あ る い はい い か え れば貨幣金融的
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側面から観察した「大東亜共栄圏」についてひとつの frame ofreference を準備する こ と ，
とりあえずはこれが本稿の課題である O
I I"大東亜金融圏」構想の成立





1940 年7 月22 日 ， いわゆ る 「新体制」 運動の気運に乗 っ て成立 し た第二次近衛内閣は， そ の












て活躍したものに国策研究会と昭和研究会があった(古川，前掲書， 175頁) 。 そ れ ら 諸案の う
ち最終的に閣議にまで上げられ， r新体制要綱」 と し て閣議決定を受け た も の は表 2 の と お り
である 4)。
さて，以上の「新体制」段階における諸綱領をつうじて， r大東亜共栄圏」 お よ び 「大東亜
金融圏」構想とその構造について見てみることにしよう。
「経済新体制」における基本方針が， r東亜自給圏」 の確立すなわ ち 「大東亜共栄圏を枠組




表 1 基本国策要綱ニ基ク具体問題処理要綱 (1940年 8 月 1 日 閣議決定)
要 目
1. 国民道徳ノ 確立
2. 新政治体制 ノ 確立
0 イ 新国民組織ノ 樹立
O ロ 議会制度ノ 改革
0ハ 官場新体制ノ 樹立
0 ニ 興論指導方策 ノ 確立
0 ホ 総力戦研究所ノ 設定






























4. 新科学体制 ノ 確立
0 イ 綜合的科学研究機関整備対策 ノ 確立 l 企 | 陸， 海， 商 ， 文 ， 農 ， 厚
ロ技術ノ国家管理政策ノ確立|企 l陸，海，商，文，農，厚
5. 人口政策 ノ 確立 内， 陸， 海 ， 農 ， 商
6. 農業及農家ノ 安定 厚， 拓 ， 内
7. 新国民生活体制 ノ 確立 内 ， 農 ， 商
資料:古川隆久「昭和戦中期の総合国策機関J 163頁。 原資料は 『大本営陸軍部 大東亜戦争開
戦経緯 ( 1 )J 432--3 頁。
備考:ー起案庁ハ八月末日迄ニ概略案ヲ作成シ関係庁ニ協議ス












































これをいいかえれば， Iわが国防経済上， た と えば鉄鋼 1 千万 ト ン を必要 と すれば， ア メ リ カ
からただの 1トンのスクラップも輸入することなしに，東亜共栄圏内における鉄鋼石と石炭と
溶鉱炉によって立派に 1千万トンの生産を実現する。これが経済新体制の目的である J (企画
院研究会，前掲書， 59頁) と い う こ と に な る 。
また「日満支経済建設要綱」は，概ね 10ヶ年を目途に， 1 (皇国)国民経済ノ再編成ノ完
成， 2 日満支経済 ノ 編成強化， 3 東亜共栄圏 ノ 拡大編成， の3 過程を遂行す る こ と を前提
として， I東亜自給圏」 の中核をなすべ き 日満支 「三国 ヲ 一環 ト ス ル 自給 自 足的経済態勢 ヲ 確
立スル」ため， I 日満支三国ノ 産業分野， 労務， 金融， 貿易， 交通 ノ 基本政策 ヲ 決定 シ タ 」 も
のであった。
これら基本方針案ではまだ， I大東亜金融圏」 につ いて はかな らず し も 具体的な イ メ ー ジ で
描かれていない。ただ「日満支経済建設要綱Jでは， I外国 ヨ リ ス ル国防物資 ノ 獲得 ヲ 確保 ス
ルコトヲ目標トシテ」外国為替資金の三国共同運用を図るとともに， I尚進 ン デ皇国 ヲ 東亜共
栄圏ノ金融及決済ノ中心地タラシムル様施策ス」という基本方針が定められているOまた 1941
年 7月 11日閣議決定の「財政金融基本方策要綱」においては，これがや〉敷街され， I金融政
















2 太平洋戦争開戦と 「我国対外金融政策 ノ 根本方針ニ関ス ル件J 5)
1941 年12 月8 日 の太平洋戦争勃発を う けて， 大蔵省為替局は同25 日 「我国対外金融政策 ノ 根
本方針ニ関スル件」を起案し， I円貨を根幹と す る 『大東亜金融圏』 を設定 し ， 新対外金融政
策を推進する方針 J 6)を明らかにした。ややながくて煩雑になるが， I大東亜金融圏」 構築を標
梼してこの後の対外金融政策運営の基本ラインをしめしたものとして重要であるので，新政策
方針の要項， 3 条1 1項を全文引用す る O
(ー)本邦ヲ中心トスル大東亜金融圏ヲ設定シ
(1)共栄圏内各地域ノ通貨ハ其ノ対外価値基準ヲ日本円ニ置カシムルコト
(2) 共栄圏内各地域 ノ 通貨ハ 日本円 ヲ 以テ其ノ 発行準備 ト ナ サ シ ム ル コ ト
(3) 共栄圏内各地域 ノ 対外決済資金ハ 日本円 ヲ 以テ保有セ シ ム ル コ ト





(2) 日本円 ノ 圏外諸国通貨ニ対ス ル価値ハ本邦ノ ミ ナ ラ ズ共栄圏 ヲ 打 ツ テ一丸 ト
スル経済ノ他ノ広域経済ニ対スル現在ノ地位及其ノ将来ノ見透ニ基キ之ヲ決
定スルコト








(3) 又現地ニ於ケル適当ナ ル為替管理及貿易統制投ニ物動計画， 生産力拡充計画，
資金計画及国際収支計画ノ樹立等計画経済ノ運営ニ必要ナル諸方策ノ実施ヲ
指導スルコト
















3 大東亜建設審議会と 「大東亜金融財政交易基本方策J 7)








同審議会の活動は， 1942 年2 月27 日 の第1 回総会か ら 同7 月23 日 の第5 回総会 ま で の時期
(あるいは同 11月 12日の第 6回総会までの時期)を第 1期とし， 1943 年4 月9 日 の第7 回総会
以降の時期を第 2期とする O
第 1期の審議会は， 8 つ の諮問に応 じ て8 つ の部会にわかれて審議を行い ， 同年2 月 と7 月
にそれぞれ答申をおこなった。まず，総論部分を担当する第 l部会(部会長総理大臣・東条










表 3 I大東E建設審議会」 答申
第 1 部会 (部会長 総理大臣 ・ 東条英樹) 答申 「大東亜建設ニ関 ス ル基礎要件J (1942年 5
月 4 日総会決定)
第 2 部会 (部会長 文部大臣 ・ 橋田邦彦) 答申 「大東亜建設ニ関 ス ル文教政策J (1942年 5
月 2 1 日総会決定)
第 3 部会 (部会長 厚生大臣 ・ 小泉親彦) 答申 「大東亜建設ニ伴フ人口及民族政策J (1942
年 5 月 21 日総会決定)
第 4 部会 (部会長 国務大臣 (企画院総裁) ・ 鈴木貞一) 答申 「大東亜経済建設基本方針」
(1 942年 5月 4 日総会決定)
第 5 部会 (部会長 商工大臣 ・ 岸 信介) 答申 「大東亜 (鉱業 工業及電力) 建設基本方針」
(1 942年 7月 23 日総会決定)
第 6部会(部会長農林大臣・井野碩哉)答申「大東亜ノ農業林業水産業及畜産業ニ関
スノレ方策 J (1 942年 7月 1 日総会決定)
第 7 部会 (部会長 大蔵大臣 ・ 賀屋興宣) 答申 「大東亜金融， 財政及交易基本政策J (1942
年 7 月 23 日総会決定)





























金融構造= I大東亜金融圏」 と は どの よ う な も のであ っ たか。 時代の要請に そ っ た金融新秩序










である J (企画院研究会，前掲書， 235頁) 。
円為替本位制を基礎とし，日銀を中央決済銀行とする多角的綜合清算制度の確立。これこそ






て，これを仮に， (1)公式の日本帝国， (2) 中国大陸植民地 ・ 占領地， お よ び(3) 南方圏 ， に三分
する。(1)の日本帝国については，完全な円為替本位制度が施行されているものとして，一応こ





発行権所在 設立年月日 流通地域 (l発941年末行・百万額元) 対 価
満銀券 満洲国政府 1932年7 月1 日 満洲国 1,262 円と等価
蒙銀券 蒙古聯合自治政府 1937年12月1 日 緩遠，山西北部及チャハ 114 円と等価
ル南部
聯銀券 華北政務委員会 1938 年3 月10 日 河北，山東，山西，河南 964 円と等価
北部，江蘇北部
儲備券 南京国民政府 1941 年1 月6 日 中支 222 100 元 に付 日 本 円18
円
軍票 在占領地域日本陸軍 1937 年11 月 以降 中南支，上海，南京，漢 163 対円等価，対儲備券
口，広東，仙頭 100 元に付18 円
資料:日本銀行調査局「戦時金融統制の展開 J r 日本金融史資料 ・ 昭和編」 第27巻 ， 459 頁。
表 5南方諸地域の通貨体制
発券制度及発行準備規定 通貨流通品(単位・百万) 準備品(単位・百万)1940 年末現在 同・邦貨換算 金 外国為替















英領ボルネオ 馬来通貨ト共通 1.3 2.7
(海峡ドル)




リ， 1936 年本国ニ倣 ヒ 金本位制停止 ， 今次
大戦後為替管理強化
ビ ノレ マ 印度準備銀行暫定的ニ発行権ヲ有ス 110 140 ワ つ
(ルビー)






資料:日本銀行調査局「戦時金融統制の展開 J r 日本金融史資料 ・ 昭和編」 第27巻 ， 467 頁。
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(2) すな わ ち 中国大陸につ いて は ， こ れを さ ら に満洲国 ・ 蒙彊 ・ 華北地域 と 華中 ・ 華南地域
に二分して考えるのがよい。前者においては(すくなくとも太平洋戦争開戦時においては)日
本帝国の外延部として一定の支配力が貫徹していたと見てよいであろう。それは貨幣制度にお
































1936年以降は フ ラ ン為替本位制を取 っ て き た。 し か し1940年9 月 の 日本軍北部仏印進駐い ら い
仏印は日本の南方侵略の拠点となり太平洋戦争以前から貨幣的「連携」を深めていた。すな









円建てに改められて100ピアストル =98円 8分の l売りとされた。
1934年以来ポ ン ド為替本位制を取 っ て き た タ イ ・ パー ツ は 太平洋戦争開戦と と も に ロ ン ド
ン，ニューヨークの発行準備を接収されてポンド為替本位の存続が不可能となり， 1942年2 月
1 日 の通貨統制法に よ り 新金本位制を採用 し た。 新制度の も と では l パー ツ の純金分 は0.369











































あり， 1940年12月 に成立 し ， 翌41年1 月 か ら実施さ れた。 こ の協定に よ れば 正金は ジ ャ ワ 銀
行にギルダー貨で，ジャワ銀行は正金に円貨で当座勘定を設定し，両国間の取引はすべて本勘
定を通じて決済すること，相互に必要に応じてギルダー貨資金または円資金を供給すること，
それぞれの残高が一定額( 200万ギル ダー ま た は450万円) を超過 し た場合に は超過金の決済
は米ドルで、行うことなどが取り決められた。これにより日本は蘭印からの物資輸入を実質的
に円建てで行うことができることになった。なおこの時の円対ギルダー相場は， 100 円 に つ き
44ギル ダー30セ ン ト であ っ た。







































6 月18 日 に成立 し た2 億円借款協定は ， 日本円を タ イ の法定準備金た ら し め る こ と に な り ， ま
た同時に発表された「特別円決済ニ関スル日本銀行及泰国大蔵省間協定」により，タイは日銀
に設定した「特別円」勘定をつうじて対外為替決済を行うメカニズムが成立した。この制度は




























情により) 1941年3 月聯銀と正金の間で締結さ れた も のを第1 号と し そ の後 し だ い に増加 し
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て，正金が 8行 ( 1941年 4月蒙銀; 1941年5 月 満銀 ; 1941年6 月 儲銀 ; 1941年7 月 華興銀 ;
1942年 7 月 イ タ リ ア為替局 ; 1943 年1 月 ド イ ツ東亜銀行 ; 1943年3 月 印度支那銀行) ，朝銀が
1 行(1941年9 月 ゴス パ ン ク ) ，日銀が 1行 0942年 6月タイ国大蔵省ただし 1942年 10月以降
タイ銀行)，合計10行と契約が締結された 16)。
このように拡張された特別円勘定は，時代と相手国によりその内容を異にしたため，定義を
困難にし理解を難しくしているが，日本銀行外事局「特別円制度の現状と将来J 0943年3 月 )





























4 日銀改組 と綜合清算制度構想 17)







策」に先立つ 1942年 2月 24日に公布された新「日本銀行法J C昭和1 7年法律第67号) と し て実
現した 18)。同法における関係条項は次のとおりである。
第 2 3 条 日本銀行ハ必要ア リ ト 認ム ル ト キハ外国為替 ノ 売買 ヲ 為ス コ ト ヲ 得


































地軍費支払等ノ為メノ所要資金ノ円滑ナル供給ヲ図ル為メ J， 1943年4 月 に発券業務が付与 さ
れ，ビルマ，マレー，蘭印，フィリピンにおいて各現地通貨表示のいわゆる「南発券」が発行
され，基本通貨の地位を占めることになった。これに対して，南方総軍では南方軍政下の各地
毎に中央銀行を創設する構想を準備し， 1942年夏に は中央に建議 し て い たが， 時期尚早 と 決定
され，独立を予定されているビルマとフィリピンを除く地域を一括して当面「南発」をそれら
地域の中央銀行とすることが決定されたという(島崎，前掲書， 294頁)。 なお ビルマについては1943
年 8月 1日に「独立」をはたし， r ビ、 ルマ国立銀行条例」 に よ り 1944年 1 月 に ビ ル マ国立銀行














1 I大東亜金融圏」 の決済構造 19)
上の 2節において，日本円を共通決済通貨とし日銀を中央決済銀行とする大東亜綜合清算制
度の構想の成立と，その実現のための基礎工作過程を見てきた。その壮大な構想にもかかわら















































かしこの決定は，それまで日本円 100円にたいして 110 -90元の あ た り で浮動 し て い た元が





日本銀行券 台湾銀行券 朝鮮銀行券 満洲国幣 中国聯合 中央儲備 フィリピン マレイ ボルネオ ジャワ スマトラ ビルマ
(100万円) (1 00万円) (100万円) (100万元) 準備銀行券 銀行券 南発券 南発券 南発券 南発券 南発券 南発券(100万元) (1 00万元) (1 00万ペ ソ) (1 00万 ド ル) (1 00万 ド ル) (l oa万ギル ダー ) (loa万ギル ダー ) (100万ル ビー)
1941.12 5,979 253 742 1,262 964 237
1942.12 7,149 289 909 1,670 1,581 3,477 106 144 5 57 26 137
1943.12 10,266 416 1,467 3,011 3,762 19,150 497 411 14 134 235 664
1944.12 17,746 796 3,136 5,877 15,841 139,699 4,948 1,402 36 666 798 2,774
1945. 8 42 ,300 2,285 7,987 8 ,800 132,603 2,697,231 *5,400 5,570 70 1,443 1,349 5,656
東 示 4口3、 北 尽 城 新 尽 北 尽 上 海 マニフ シンガポール クチン ノイタビア メダン ラングーン
1941.12 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
1942.12 102 103 106 113 157 206 200 352 114 134 308 t705
1943.12 111 115 118 123 267 700 1,196 1,201 153 227 707 1,718
1944.12 126 . 132 '" 890 5,700 14,285 10,766 827 1,279 1,698 8,707
1945. 8 154 . . . . '" . 35,000 4 ,000 3,197 3 ,300 185,648
資料:日本銀行調査局特別調査室『満州事変以後の財政金融史J 3 ノ 第26表 ， 3 ノ 第27表 cr 日本金融史資料 ・ 昭和編』 第27巻所収) 。 原資料の 日本銀行統計
局『戦時中金融統計要覧J cr 日本金融史資料 ・ 昭和編』 第30巻所収) に よ り 補正。
備考:1)中央儲備銀行券は公定レート 100元 = 18円，そのほかはすべて円と等価。


































































り，華北との特別円取引も旧来の方式を踏襲できなくなった。まず華中では， 1942年3 月 儲備

















































2) 島崎久弥 『円の侵略史一 円為替本位制度の形成過程一』 日本経済評論社 ， 1989年。 関連す る先駆的
業績として，小林英夫 ~I大東亜共栄圏」の形成と崩壊』御茶の水書房， 1975年 ， 第4 編， ま た最近の
成果として，柴田善雅「南方軍事財政と通貨金融政策J疋田康行編 ~I南方共栄圏JJ多賀出版， 1995
年。




国家の綱領』新紀元社， 1941 年 ， があ る 。
4) I基本国策要綱」 構想の具体化過程は 政治面と経済面においてその様相を異に し た。 「政治新体制」







5) 以下， 本項につ いて は ， 島崎， 前掲書 ， 342-343 頁。 「我国対外金融政策 ノ 根本方針ニ関ス ル件」 に
ついては， ~続・現代史資料 11J占領地通貨工作， 604-606 頁。 「為替相場公定措置要綱」 につ いては，
「昭和財政史』第 13巻， 432 頁以下。
6) 後述 「為替相場公定措置要綱J 発表にあ た っ ての賀屋蔵相談話の一節。 高石末吉 『為替波調の四十
年」時潮社， 1974 年 ， 304 頁。





『財政J 7 巻10号 ， 1942年10月 ( r 日本金融史資料 ・ 昭和編」 第32巻， 復刻所収) があ る 。
8) I大東亜金融圏」 構想と ナ チ ス ・ ド イ ツ の 「広域経済圏J - I広域金融圏」 構想 と の連関につ いて
は別に研究を必要とする。とりあえずは，島崎久弥「ブレトン・ウッズ体制成立前史の予備的考察」
『経済系J第123集， 1980年3 月 ， 大矢繁夫 「為替清算シ ス テ ム ・ 「マ ル ク 決済圏」 と ド イ ツ の銀行」
研究年報『経済学J (東北大学)第55巻第 4号， 1994年1 月 。
9) 個別地域の貨幣史につ いては膨大な先行業績があ っ て引用 にたえ な い。 以下の記述は主に ， 島崎 ，
前掲書，各章;日本銀行調査局「戦時金融統制の展開J 1943年 (r 日本金融史資料 ・ 昭和編」 第27巻
所収)第 8， 9 節 ， に よ る 。 な お英仏の対ア ジ ア植民地金融制度につ いて は ， 波形昭一 『 日 本植民地
金融政策史の研究J (早稲田大学出版部， 1985年) 第1 章第1節注(3) に挙げ ら れ た文献 リ ス ト ， 南
方諸地域の植民地幣制については，羽鳥敬彦『朝鮮における植民地幣制の形成J (未来社， 1986年)
第1章第1節注 (2)に挙げられた文献リストが有用である。
10) 山本有造 『 日 本植民地経済史研究』 名古屋大学出版会 ， 1992年， 第2 章， 参照。
11) 満洲国通貨は公式には 「満洲国幣」 であ るが ， こ こ で は 「満銀券」 と い う通称に従 う 。 な お ま た
華北における「聯銀券」の一円流通力が満洲における「満銀券Jと同等なほど強かったか否かについ
てはやや問題が残るがここではひとまずそのように理解しておく。
12) な お 「儲備券」 に先立ち 中支に流通する 円系通貨と して 「華興券」 が発行さ れた 。 「華興券」 の
発行については，島崎，前掲書，第 5章第 2節，および同書214頁に挙げられた諸文献を見よ。
13) 以下本項につ いて は ， 主に ， 大蔵省昭和財政史編集室編 「昭和財政史」 第13巻 「国際金融 ・ 貿易J ，
後編第 1章第 1節 8 I円貨決済制の拡大」。
14) 下記の蘭印お よ び仏印と の協定の ほか アルゼ ン チ ン チ リ 等南米諸国と は同様な支払協定が成立
したが，イギリス，スウェーデン，ソヴィエトとの交渉はすべて失敗に終わった。島崎，前掲書， 355
頁および 402頁。
15) 以下本項につ いては ， 主に ， r昭和財政史」 第13巻 「国際金融 ・ 貿易J ， 後編第 2 章第 1 節 3 I特別
円制度と交易決済の諸方式」。
16) そ の他， 香港 と海南島 も ， それぞれ正金香港支店， 台銀海口支店名義で正金東京支店に特別円勘定
を開設した。島崎，前掲書， 403 頁。
17) 以下本項につ いては 主に 「昭和財政史』 第13 巻 「国際金融 ・ 貿易」 後編第2 章第1 節2 I 日 本
銀行の改組と「大東亜金融圏」構想」。




『昭和財政史」第 11巻「金融・下 J ;日本銀行百年史編纂委員会「日本銀行百年史』第 4巻，を見よ。
なおこの日銀改組については 1939年 6月，ナチス・ドイツにより制定された，ドイツ・ライヒスパ
ンクに関する法律が参考にされたという (r日本銀行百年史』第 4巻， 478 頁) 。
19) 以下本項につ いて は ， r昭和財政史』 第13巻 「国際金融 ・ 貿易J ， 後編第 2 章第 1 節 3 I特別円制度
と交易決済の諸方式 Jとくに 447頁以降;島崎，前掲書，第 7章第 3節とくに 409頁以降。
20) 日本銀行調査局特別調査室 「満州事変以後の財政金融史J (r 日本金融史資料 ・ 昭和編」 第27巻所収)
283-284 頁 ， 384-385 頁。




22) ~商工政策史』第 6巻「貿易・下 J ;~昭和財政史』第13巻， 472-473 頁 ; 島崎 ， 前掲書 ， 375
376 頁。
23) r満州事変以後の財政金融史J (~日本金融史資料・昭和編』第 27巻所収) 269-272 頁 ; ~昭和財政
史」第 13巻， 461-475 頁 ; 島崎， 前掲書 ， 376-377 頁およ び404-405 頁。
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